
＜１　地域の再建＞

一般財源

地域再建被災者住宅等支援
事業費

2,026,600 0 2,026,600

◆地域再建被災者住宅等支援補助金（2,000,000千円）
   「被災者生活再建支援法」に基づく支援金に加え、被災した住宅本体
   等の再建に要する経費を補助する府独自の制度を創設
   ＜助成限度額＞
　   ・全壊　　          300万円
　   ・大規模半壊　　200万円
　   ・半壊　　　　　　 150万円
　   ・床上浸水等　　  50万円
◆地域再建被災者住宅等支援融資（26,600千円）
   住宅の建設、修繕等を行うり災者に対して住宅等再建融資制度を
   創設
    ・建設、購入の場合：５年間無利子（６年目以降1.9％）、限度額700万
　　　円、25年償還（３年据置）
    ・修繕・改良の場合：５年間無利子（６年目以降1.9％）、限度額450万
　　　円、10年償還（３年据置）

 現行制度
　・利率３．０％

　・利率２．９％

災害援護資金貸付事業費 390,000 起 260,000 130,000
・「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づき、被災者に対し350万
円
　を限度に市町村を通じ融資

緊急生活支援資金無利子貸
付事業費
（生活福祉資金）

－ － －
・被災した低所得者世帯を対象に、府独自に融資制度を拡充
  　拡充内容：金利３％を無利子、据置期間を１年から２年に延長

債務負担行為
⑰～26
　 　2,000千円

緊急生活支援資金無利子貸
付事業費
（母子寡婦福祉資金）

－ － －
・被災した母子・寡婦世帯を対象に、府独自に融資制度を拡充
　  拡充内容：金利３％を無利子、住宅資金については、据置期間を
    　　　　　　  半年から２年に延長

災害弔慰金 39,375 国 26,250 13,125
・災害により亡くなられた方の遺族に対し、災害弔慰金を支給
　　生計維持者：500万円、その他：250万円

被災高齢者介護サービス緊
急利用支援事業費

4,400 国 2,900 1,500
・災害救助法適用市町村に居住する要介護高齢者が、２次避難先と
　して介護サービス事業所を利用した場合の利用料に対する助成

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

保健福祉部

所　要　額
（千円）

事  　業  　名

保健福祉部

土木建築部

平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

事　業　概　要部 局 名 備  考
特定財源
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平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

一般財源

国 244,000

繰入 216,000

府税の減免、徴収猶予等 － － －
・被災者を対象に府税の減免、納税の猶予、期限延長等の特例措置を
実施

手数料等の減免 － － －
・各種証明証や免許状の再発行等、被災により再取得を余儀なくされた
場合や事業活動の再開のために必要な手続きに係る各種手数料等を
減免

府立学校授業料等の減免 － － －
・府立学校・府大学に通う被災生徒・学生を対象に授業料、入学料及び
入学考査料を減免

2,920,375 749,150 2,171,225

特定財源

460,000

総　務　部

保健福祉部

部 局 名

緊急救助活動費

所　要　額
（千円）

事  　業  　名

0
・「災害救助法」に基づき、支援物資の提供や日常生活に係る障害物の
除去等を実施

備  考事　業　概　要

計

共　　　通

共　　　通
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平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

＜２　産業の復興＞

一般財源

中小企業緊急特別融資対策
事業費

6,000,000 諸 6,000,000 0

・中小企業者等向け特別融資の創設（融資枠　200億円）
　限度額：8,000万円（保証人１名以上）
　　　　    ※特に小規模企業者については、無担保・無保証人で限度額
　　　　　　　 1,000万円
　償還期間：10年以内（据置期間　２年＜現行６ヵ月＞）
　貸付利率：１．０％（現行：１．８％）
　実施期間：平成17年3月31日まで
　※セーフティネット保証の適用を受ける場合、別枠で利用可能

債務負担行為
の設定

観光キャンペーン特別対策費 2,000 0 2,000
・被害を受けた府北部地域の積極的な観光振興を図るため、冬の観光
シーズンに向けた観光キャラバン等のＰＲを実施

農林水産業緊急特別融資対
策事業費

900 0 900
・被災した農林漁業者等に対し、府独自の低利融資制度を創設
（５年間無利子）

6,002,900 6,000,000 2,900

部 局 名

農林水産部

商　工　部

計

特定財源
備  考

商　工　部

事  　業  　名
所　要　額
（千円）

事　業　概　要
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平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

＜３　災害の復旧＞

・災害の復旧

一般財源

国 387,000

負 6,000

起 207,000

国 25,000

起 44,000

国 1,101,000

起 775,000

北近畿タンゴ鉄道災害対策
事業費

90,300 0 90,300 ・北近畿タンゴ鉄道の災害復旧事業への支援

2,635,300 2,545,000 90,300

1,876,000

600,000

69,000

災害関連緊急治山事業費

部 局 名

計

災害関連緊急造林事業費

土木建築部 災害関連緊急砂防事業費等

農林水産部

農林水産部

備  考事  　業  　名 事　業　概　要
特定財源

所　要　額
（千円）

・災害の発生防止に向けた緊急造林事業

・災害の発生防止に向けた緊急砂防事業等

0

0

・災害の発生防止に向けた緊急治山事業0

企画環境部
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平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

・公共施設の復旧

一般財源

国 9,759,000

起 5,083,000

道路等応急復旧事業費 250,000 0 250,000 ・道路施設の応急復旧事業

河川等災害関連事業費 200,000 起 150,000 50,000 ・災害復旧事業と一体的に行う緊急河川整備事業等

土木施設単独災害復旧事業
費

200,000 起 200,000 0 ・土木施設の小規模災害復旧事業

15,650,000 15,192,000 458,000

・農林関係施設の復旧

一般財源

国 849,000

起 2,000

団体営耕地災害復旧事業費
（公共）

977,000 国 977,000 0 ・農地・農業用施設の災害復旧事業

国 34,000

起 10,000

農林水産施設等災害復興事
業費

149,600 国 46,320 103,280 ・農林水産業に係る共同利用施設等の復旧に対する助成

2,021,600 1,918,320 103,280

農村生活環境施設復旧事業
費（公共）

事　業　概　要

・林道の災害復旧事業

農林水産部

土木建築部

農林水産部

土木建築部

土木建築部

農林水産部

事  　業  　名

計

0

計

特定財源

44,000

特定財源

851,000

所　要　額
（千円）

所　要　額
（千円）

15,000,000

部 局 名

土木建築部
公共土木施設災害復旧事業
費等

部 局 名 事  　業  　名

農林水産部 林道災害復旧事業費（公共）

備  考

備  考

0 ・農村生活環境施設（農業集落排水施設）の災害復旧事業

事　業　概　要

・公共土木施設の補助災害復旧事業及び調査設計費158,000
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平成１６年度 １１月補正予算案主要事項

・社会福祉施設、文化・教育施設等の復旧　

一般財源

国 27,000

諸 200,000

起 21,000

文化財災害復旧事業費 50,000 0 50,000
・国指定文化財の災害復旧に対する助成
・京都府指定・登録等文化財の災害復旧に対する助成
・未指定文化財の災害復旧に対する助成

国 116,000

起 84,000

交通安全施設災害復旧事業
費

113,000 起 113,000 0 ・交通安全施設（信号機等）の災害復旧事業

交通関係災害対策事業費 3,800 0 3,800 ・被災した市町村営バス（大江町）の車両更新への支援

国 16,000

起 191,000

［工業用水道事業会計］
工業用水道設備災害復旧事
業費

211,500
内部
資金

211,500 0 ・工業用水道事業設備の災害復旧事業

1,033,300 979,500 53,800

所　要　額
（千円）

事　業　概　要 備  考
特定財源

保健福祉部
社会福祉施設等災害復旧事
業費

248,000 0
・被災した社会福祉施設の復旧に対する助成
　（老人福祉施設、障害者福祉施設、児童福祉関係施設）
・被災した民間社会福祉施設の復旧に係る整備資金の貸付枠の拡大

部 局 名 事  　業  　名

総　 務　 部
教育委員会

教育委員会
府立学校施設災害復旧事業
費

200,000 0 ・高等学校、盲・聾・養護学校校舎等の災害復旧事業

警察本部

・府民利用施設、府庁舎等の災害復旧事業

企画環境部

共　　通
府民利用施設等災害復旧事
業費

企　業　局

計

207,000 0
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